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おわりに
はじめに
東日本大震災は、地震、津波、原子力事故がもたらした複合的な大災害である。被災者を救済し、原子力事故の影
響を最小限にとどめるために、東京電力、わが国政府、地方自治体が主要な責任を負っていることはいうまでもない。また、それぞれの任務、責任、権限を具体化・明確化するのも、直接にはわが国の法律である。それでは国際法はどうか。国際法はこの複合的大災害に何もかかわっていないと思ったとしたら、それは誤っている。東日本大震災に国際法は大いにかかわっている。さらに 災害に んする国際法が現在形成されつつある。東日本大震災にどのような国際法がか わっているのだろうか。さら 、災害にかんして、どのような国際法が現在形成されつつ のだろうか。本論文で 、東日本大震災をてが りにして する国際法の現状 課題を考察する。
三〇一
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Ⅰ
　
東日本大震災と国際法
東日本大震災にかかわる国際法には、大きくいって、被災者にかかわる国際法と原子力事故にかかわる国際法の二
つがある。
1　
被災者にかかわる国際法
被災者にかかわる国際法には、大きくいって、国際人権諸条約と国内避難民にかんする規範の二つがある。⑴
　
国際人権諸条約
　
被災者にかかわる国際法としてまずあげられるのは、国際人権規約
（自由権規約＋社会権規
約）
、子どもの権利条約、女子差別撤廃条約などの国際人権諸条約である。わが国はこれらの条約の当事国である。
これらの条約は、次のような人権を規定している。移動・居住・出国の自由
（自由権規約一二条一項）
、私生活・名誉・
信用の尊重
（同一七条一項「何人も、その私生活、家族、住居若しくは通信に対して恣意的に若しくは不法に干渉され又は名誉及
び信用を不法に攻撃されない。 」 ）
、子供の保護
（同二四条一項「すべての児童は、人種、皮膚の色、性、言語、宗教、国民的若し
くは社会的出身、財産又は出生によるいかなる差別もなしに、未成年者としての地位に必要とされる保護の措置であって家族、社会及び国による措置について 権利を有する。 」 ）
、法の前の平等・無差別
（同二六条）
、生活水準と食糧の確保
（社会権規約
一一条一項）
、健康への権利
（同一二条一項）
、教育への権利
（同一三条一項）
、生命への権利
（子どもの権利条約六条一項）
、
父母からの分離の禁止
（同九条一項「締約国は、児童がその父母の意思に反してその父母から分離されないことを確保する。
三〇二
……」 ）
、私生活・名誉・信用の尊重
（同一六条一項「いかなる児童も、その私生活、家族、住居若しくは通信に対して恣意的に
若しくは不法に干渉され又は名誉及び信用を不法に攻撃されない。 」 ）
、家庭環境を奪われた子供の養護
（同二〇条一項「一時的
若しくは恒久的にその家庭環境を奪われた児童又は児童自身の最善の利益にかんがみその家庭環境にとどまることが認められない児童は、国が与える特別 保護及び援助を受ける権利を有する。 」 ）
、役割分担の否定
（女子差別撤廃条約五条「締約国は、次の目
的のためのすべての適当な措置をとる。⒜
 両性いずれかの劣等性若しくは優越性の観念又は男女の定型化された役割に基づく偏見
及び慣習その他あらゆる慣行の撤廃 実現するため、男女の社会的及び文化的な行動様式を修正すること。 」 ）
、保健における差別
撤廃
（同一二条一項「締約国は、男女の平等を基礎として保健サービス（家族計画に関連するものを含む）を享受する機会を確保
することを目的として、保健の分野における女子に対 差別を撤廃するためのすべての適当な措置 とる。
）1
（
」 ）
。これらの規定の
効力は、わが国におい 憲法より下位かつ 律より上位に位置づけら
れ
）2
（
、わが国政府および地方自治体は、これらの
規定を個々の被災者 保障する義務を国際法上負っている。 だし、これらの規定が日本の裁判所において具体的争訟事件のなかで適用可能であるか否かについて 、個々の条約規定の自動執行性
（
self-executingness ）
を検討しなけれ
ばならない。
国際人権諸条約は、巨大災害の発生という非常事態においても通常と同様に適用されるのか、あるいは、そのよう
な非常事態においては例外的に通常と異な 特別 が適用され のか、 いう問題があ 。いくつかの国際人権諸条約には ける例外を定める条項
（デロゲーション条項）
が含まれている。たとえば自由権規約四条がそうで
あ
る
）（
（
。ただし同条は「公の緊急事態の場合においてその緊急事態の存在が公式に宣言されているとき」に条約義務に
違反する措置をとることができ と述べてい 。東日本大震災にさいしてわが国政府は、地震発生直後 二〇一一年
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三〇三
三月一一日一九時〇二分に、内閣総理大臣による原子力緊急事態宣言を発しているが、これは原子力災害対策特別措置法一五条 項二号にもとづくものであり、これを自由権規約四条にいう緊急事態の存在の公式宣言であるとみなすことはできない。したがって、東日本大震災において自由権規約が規定する諸権利の保障が一時的に停止され 解釈することはできないだろう。このことは、わが国が当事国になっているデロゲーション条項をもたない上記他の諸条約についても同様である
）（
（
。
⑵
　
国内避難民にかんする規範
　
被災者にかかわる国際法として、もう一つ、国内避難民にかんする規範がある。
国内避難民とは、武力紛争、暴力、人権侵害、自然的・人為的災害の結果、住居を離れることを余儀なくされながらも、 境内部に どまる人々を指
す
）（
（
（国境を越えるとこれらの人々は難民になる）
。津波で自宅を失い避難所生活を余儀
なくされている人や、放射能汚染から逃れ ために自宅を離れざるを得なかった人は、まさにこの国内避難民に当たる。国内避難民にはどのような権利が認めら ているのだろうか。国連人道問題調整研究所は一九九八年に『国内避難にかんする指導原則』を作成し 国内避難民にかんす 五分野について三〇の原則を定め
た
）（
（
。そこにおいては、と
りわけ国内避難民である子ども、妊娠中の母親、幼児の母親、女性世帯主、障害者、高齢者が必要とする保護・援助・待遇が列挙され
（原則四・二「児童（特に保護者のいない未成年者） 、妊娠中の母親、幼い児童を持つ母親、女性世帯主、障
害のある者および高齢者等一部の国内避難民は、自らの状態が必要とする保護および援助ならび 自らの特別の必要を考慮した待遇を受ける権利を有する。 」 ）
、人の尊厳および身体的・精神的・道徳的健全への権利が掲げられ
（原則一一・一「すべての
人は尊厳ならびに身体的、精神的および道徳的に健全であることへの権利 有する。同一一・二「国内避難民は自らの自由が制限されているか否かにかかわらず特に次の行為から保護され 。⒜
 強姦、身体の切断、拷問、残虐な、非人道的なまたは品位を傷つけ
三〇四
る取扱いまたは刑罰およびその他の個人の尊厳に対する侵害（たとえばジェンダーに基づく暴力行為、強制売春およびあらゆる形態の強制わいせつ行為） 。⒝
 奴隷状態に置くことまたはあらゆる現代的形態の奴隷制（たとえば婚姻への人身売買、性的搾取また
は児童の強制労働） 。⒞
 国内避難民の間に恐怖を広めることを目的とする暴力行為。前記のいずれかを行うと脅迫・扇動すること
は、禁止する。 」 ）
、基本的物資の計画策定・配給への女性の完全な参加が求められている
（原則一八・一「すべての国内避
難民 適切な生活水準にた する権利を有する。 」 、同一八・二「管轄当局は、状況のいかんを問わずかつ差別なく、国内避難民に次のものを与え、かつ、国内避難民がこれらを安全に得るよう確保する。⒜
 不可欠の食糧および飲料水、⒝
 基本的な避難所および
住宅、⒞
 適切な衣類、⒟
 不可欠の医療サービスおよび衛生設備」 。同一八・三「これらの基本的な物資の計画策定および配給への
女性の完全な参加を確保するため、特別の努力がなされるべきである。
）（
（
」 ）
。
この指導原則は、国際法上の拘束力をもった文書ではない。したがって、たとえば難民条約にもとづいて難民と認
定された人々は、難民条約のなかに定められて るさまざまな法的権利を享受することになるが 同様の法的権利を国内避難民の がこの指導原則にもとづいて享受す わけでは い しかしながら、 の指導原則は法的な拘束力はないものの、国内避難民が享受すべき権利と領域国 義務を明言した画期的文書であ
る
）（
（
。国連難民高等弁務官事務
所
（ＵＮＨＣＲ）
は、本来、難民の支援を目的として創設された国連機関であり、国内避難民については、武力紛争
や迫害により生じた国内避難民 みを保護の対象とし、自然災害により生じた国内避難民は原則として保護の対象とはしてこなかった。しかし 二〇〇四年 スマトラ沖地震 津波 のさいには、 連事務総長の要請を法的根拠として、ＵＮＨＣＲ 自然災害から生じた国内避難民にたいしても支援を行っ
た
）（
（
。このような国際社会の実践をふまえ
れば、指導原則にみられるような をめぐる新たな法規範形成の動向は、大いに注目に値す またそれは、
三〇五
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国内レベルにおいても、被災者にかんする従来の国内法令や政策を見直すさいの指針としての役割を担っているのである。
2　
 原子力事故にかかわる国際法
原子力事故にかかわる国際法には、大きくいって、損害賠償にかんする諸条約と環境汚染防止にかんする諸条約の
二つがある。
⑴
　
損害賠償にかんする諸条約
　
原子力施設の事故により国境を越えた損害が発生した場合の損害賠償にかんする
国際法としては、パリ条約
（原子力分野における第三者にたいする責任にかんする条約、一九六八年発効）
、ウィーン条約
（原
子力損害の賠償にかんする民事責任にかんする条約、一九七七年発効）
、ウィーン条約補完的補償条約
（ＣＳＣ） （ウィーン条
約の見直しにもとづき採択、未発効）
がある
）（（
（
。これらの条約は危険責任論を採用している。危険責任論とは何か。原子力
発電は、それじたいは国際法上違法な活動ではなく禁止もされていない。しかし、ひとたび事故が生じれば、それは人命・環境に広範かつ深刻な影響をおよぼす。このような原子力発電は「高度な危険性を有する活動」として国際法上の国家責任論 おいて特殊な地位を占めている 一般に何らかの国際違法行為が国家 帰属 ことから国際法上の責任が発生すると考えるのが通常の国家責任論である。これにたいして、ひとたび重大事故が発生した場合、それが人命や環境に与え 危険・損害の大きさを考慮し 、そこ 行為の適法・違法にかかわらず、また、過失の有無にかかわらず、事業者や被害発生国に賠償責任の成立を認め 、というのが危険責任論である
）（（
（
。
上記の三条約は、いずれもこの危険責任論に依拠して、 業者への責任集中・無過失責任、最低賠償限度額
三〇六
の設定とその額までの賠償措置の確保、免責事由の厳格な制限を定めている。これらの条約はあくまでも民事上の賠償責任を対象とし、そこでは被災者個人による損害賠償訴訟の裁判管轄権は、事故発生地国の国内裁判所に限定されている。さらに一部条約では国の拠出義務を規定し、もって被害者を効率的かつ公平に救済することがめざされている。このような具体的措置にふみこんでいる点で、これらの条約は、危険責任論の具体化という観点からみて、画期的な進展を実現したもの いえるだろう
）（（
（
。
福島原発事故発生前の日本では、東アジアの周辺諸国がこれらの条約のいずれにも未加入であることを理由に、こ
れらの条約に加入することに消極 な意見が強かった。けれども福島原発事故発生後は、諸外国の国内裁判所に福島原発事故関連の損害賠償訴訟が提起されることをできるだけ防ぐために日本はこれらの条約に加入すべきであるという声が次第に高まっている。これにかんして、 原発事故が発生した時点で事故発生地国が条約に加入していなくても、原発事故にかんする民事の損害賠償訴訟が国内裁判所に提起されるときまでに条約に加入しておけば 事故発生地国（福島原発事故の場合は日本）
に専属的な民事裁判管轄権を主張することが可能であるとの見解もある。しかしながら、
条約の時間的適用範囲にかんする条約法の一般原則に照らせば、このような主張を相手 認めさせることはむずかしいだろう。というのも、条約の時間的適用範囲を定めるウィーン条約法条約二八条は「条約は 別段の意図 自体から明らかである場合及びこの意図が他 方 によって確認される場合を除くほか、条約 効力が当事国について生じる日前に行われた行為、同日前 生じた 実又は同日前に消滅した事態 関し、当該当事国を拘束しない」と述べ、条約の不遡及の原則を確認している。した って、仮 今後日本がこ らの に加入したとしても 加入以前に生じた福島原発事故に んして条約規定の適用を主張し 裁判管轄権を事故発生地国と て 自国の 内裁判所に
三〇七
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限定するためには、これらの条約について「別段の意図」が存在することを立証しなければならず、それはけっして容易なことではあるま
い
）（（
（
。もっとも、ＣＳＣ条約一条は原子力事故を「同一の原因による一連の事故」と定義してい
ることから、今後廃炉などの過程で生じる事故は一連の事故に含まれず、新たな事故としてＣＳＣ条約の適用対象となる、との解釈も可能で と思わ る
）（（
（
。
⑵
　
環境汚染防止にかんする諸条約
　
環境汚染防止にかんする国際法として、まず領域使用の管理責任があげられ
る。越境汚染の文脈でこれを最初に判示したのは、一九四一年のトレイル熔鉱所事件判決だった
（アメリカ合衆国・カ
ナダ仲裁裁判所判決。カナダに所在 る熔鉱所の排煙がアメリカ合衆国において森林や農作物に被害を生じさせ 。仲裁裁判所はカナダの国際法上の責任を認定し、損害賠償の支払いを命じた）
。その後、人間環境宣言
（一九七二年、原則二一、二二）
、国連
海洋法条約
（一九八二年採択、一九九四年発効、一九二条、一九四条一、二項）
、環境と開発にかんするリオ宣言
（一九九二
年採択、原則二）
が規定し、 「国際環境法における国の義務の出発
点
）（（
（
」
と位置づけられる重要な原則である。領域使用
の管理責任とは何か。それは、国がその領域を使用するさいに他国領域や国際公域の環境に害をおよぼすようなやり方で使用してはならない、という原則である。 たがって、自国領域で災害が発生した場合、その国は、その災害に由来する他国領域・国際公域における環境被害をできるだけ防止し、被害が発生したときはその最小化に努めなければならない。
ところで、海洋環境の保全のためには廃棄物の海洋投棄を規制することが必要になる。この分野の条約としては、
海洋投棄にかんするロンドン条約
（国際海事機関（ＩＭＯ）作成、一九七五年発効）
および同条約議定書
（二〇〇六年発効）
がある。ちなみにわが国は両条約の当事国である。ロンドン条約および同条約議定書によって廃棄物 海洋投棄 原
三〇八
則として禁止され、とりわけ放射性廃棄物の海洋投棄は完全に禁止された。福島原発事故発生後、わが国は何度か放射能汚染水を海中に放出し、あるいは放出を放置し、近隣諸国からの批判を招いた。わが国のこのような行為 、ロンドン条約および同条約議定書に違反するのではないか と誰もが思うだろう。しかし、ロンドン条約および同条約議定書が禁止する投棄とは「船舶、 航空機またはプラットフォームその他の人口海洋構築物からの処分」のみを指し、陸地から海中への放出はこれらの条約上の「投棄」に当たらず、したがって禁止 対象外にな
る
）（（
（
。陸上起因の海洋投
棄の規制にかんする国際法規則は、未整備である。
他方で、原子力災害が発生したときに、これを他国に通報するとともに広く情報を開示することが求められるこ
とはいうまでもない。原子力事故の通報および情報開示 分野における条約としては、原子力事故早期通報条約（一九八六年発効）
がある。わが国も当事国である同条約は、旧ソ連において一九八六年に生じたチェルノブイリ原発
事故を受けて直ちに作られた この条約の骨子は二つある。一つは、他国 放射線安全上の影響をおよぼすおそれのある放射性物質放出事故が起こった場合にそ 国は他国に通報する義務を負うこと ある
（一条「この条約は……放射
性物質を放出しており又は放出するおそれがあり、かつ、他国に対し放射線安全に関す 影響を及ぼし得るような国境を越える放出をもたらしており又はもたらすおそれがある事故の場合に適用する。 」 、二条「締約国は、直接 ま は国際原子力機関 通じて前条に定める 理的な影響を おり又は受けるおそれがあ に対し、原子力事故の発生した事実、その種類、発生時刻および適当な場合にはその正確な場所を直ちに通報 。 」 ）
。もう一つは、それ以外の事故が起こった場合は自発的に通報する
ことができるということである
（三条「締約国は、放射線の影響を最小のものにとどめるため、第一条に規定する事故以外の
原子力に関する事故の場合にも通報をすることができる。 」 ）
。福島原発事故のさいに、わが国政府は、同条約三条が規定す
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る自発的通報を行ったと表明した。しかし、今回の事故から生じた放射能汚染の規模と程度からすれば、それは同条約二条が規定する通報義務を生じさせるものだったといえるのではないか
）（（
（
。
Ⅱ
　
災害と国際法
現代国際法は災害をどのように定義し、これに取り組んできたのだろうか。そこにおいて、どのような国際法規範
が形成・適用されてきたのだろうか。
1　
 災害の定義
現代国際法は災害をどのように定義しているのだろうか。ここでは、まず諸条約にみられる災害の定義を俯瞰し、
次いで国連国際法委員会における災害の定義を確認する。そのさいに、 あらかじめ確認しておくべきことがらがある。それは、自然災害と人為的災害との区分がけっして絶対的なものではなく それは相対的なものに どま 、という事実である。一方で、東日本大震災がそうだったように、大地震・大津波という自然災害に起因 て生じた原子力事故という人為的災害が、事前の予防策の講じ方や事後の対応の仕方により、その被害を拡大する場合がある。他方で、内戦や民族紛争といった人為的災害が、そ 後 台風、ハリケーンなどの自然災害により、その被害を拡大する場合もある。両者の区分は、一見そう思われるほど は単純なも でも明 も でもないのである
）（（
（
。
⑴
　
諸条約にみられる災害の定義
　
災害時に適用されることを想定して作成された普遍的条約がある。災害発生時
三一〇
の救助活動における通信の確保を目的として作られたタンペレ条約
（災害時における通信の利用に関する国際条約）
がそ
うである。同条約は、国際電気通信連合
（ＩＴＵ）
が作成したもので、二〇〇五年に発効、日本は未加入である。ち
なみにタンペレはフィンランドの地名である。同条約は、災害を次のように定義している。 「災害とは、人命、健康、財産または環境にたいする重大かつ広範な脅威をもたらす社会機能の深刻な損壊であり、事故、自然現象または人的活動のいずれ より発生したものであるかを問わず、かつ、突然生じ ものであるか複合的で長期間の過程の結果生じたものであるかを問わない。 」
（一条二項）
ここでの災害概念は、自然災害と人為的災害の双方を含む広い概念であ
ることがわかる。このような災害概念の定義が可能に ったのは、この条約が電気通信という特定分野に適用対象を限定しているからだろう。また「社会機能 深刻な損壊」という表現は 後に国連国際法委員会の条文草案 も採用されることにな
）（（
（
。
他方で、 災害時の協力を定める地域的条約がある。たとえば「災害援助の促進にかんする米州条約」
（一九九六年発効）
や「災害管理および緊急対応にかんするアセア 協定」
（二〇〇九年発効）
がこれに該当する。後者は、加盟国の主権
尊重というアセアンの基本原則に立脚して災害時の加盟国間協力を定めている。こ ことは、加盟国の主権尊重の原則にしたが に対処する第一次的責任は災害発生地国が負うこと、および、被災国・被災者への外部からの援助は被災国の要請または同意にも づいてなされるべきことが規定されていることからもわかる。アセアン協定は、災害を「共同体ま は社会の機能の重大な損壊であり、広範な人的、物的、経済的または環境的損失を生じさせるもの」と定義している。同協定はまた、災害への統制の維持および共同体・人への援助枠組の提供を企図して行われる一連の活動として 災害管理」 概念を導入し、そ かで災害前、災害時、災害後 いう、災害にかんす ルール
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の時間的適用範囲の視点をとりいれている。このように、同協定は、主権尊重というアセアンの基本哲学に立って災害に対応するための地域的協力体制を構築す ものであり、他地域の条約作成のモデルともなり得るものである
）（（
（
。
国際社会において、自然災害にたいする防災のための国際協力の必要性が広く認識されるようになったのは、国連
が一九九〇年からの一〇年間を「国際防災の一〇年」と名づけて以来である。この「一〇年」のさなかの一九九五年に阪神・淡路大震災とスマトラ沖の巨大地震が発生し、多くの被災者が生じたことは記憶に新しい。二〇〇五年月に神戸で国連防災世界会議が開催された。この会議の成果文書 して「兵庫宣言」 「兵庫行動枠組二〇 五─二〇一五」が採択された。 「兵庫宣言」は防災サイクルに予防、準備、緊急対応だけでなく復旧および復興が含まれることが明記され、災害対応における時間軸の重要性が強く意識さ た。 「行動枠組」は、こ 一〇年間における災害対応のための三つの戦略目標とそれを達成するための五つ 優先分野がそれぞれ設定された。 「行動枠組」は災害の定義にかんしては「こ 行動枠組の範囲には自然の脅威とこれに関連した環境上・技術上の脅威および危険から発生した災 が含まれる」と述べ 同時に「人命の損失や環境破壊等を引き起こす可能性 ある潜在的に有害な自然現象や人的活動」をハザードと名づけ ハザードが 害リスクに転化することの防止策について具体的に提 している。これら二つの文書のいずれも法的拘束力はないが、自然災害と防災にかんする国際文書とし 意義を有し、国際法委員会の「災害時における人の保護」 起草作業においてもしばしば言及 てい
）（（
（
。
⑵
　
国連国際法委員会における災害の定義
　
国連国際法委員会
（
International L
aw
 C
om
m
ission, IL
C
）
は、 一九四七年、
国際法の漸進的発達と法典化を促進することを目的として、総会の補助機関として設置された。ＩＬＣは総会が五年の任期で選ぶ三四人の委員で構成される。各委員は世界の主要な法体系を代表し、自国政府 代表 してで な 個
三一二
人の資格の専門家として任務を遂行する。ＩＬＣは国際法のさまざまな事項をとりあげ、検討するテーマによっては赤十字国際委員会、国際司法裁判所、国連専門機関としばしば協議を行う。ＩＬＣのおもな作業は、国際法のさまざまなテーマにかんして条文草案を起草することである。テーマはＩＬＣ自らが選ぶこともあるし 総会がＩＬＣに付託することもある。ＩＬＣがあるテーマについての作業を終了すると、総会は、ＩＬＣがま めた条文草案を条約にするための国際会議を開催する。ただ すべての条文草案が条約にな わけではない。条文草案が条約になった主要例として、国際水路の非航行利用にかんする条約、国と 際機関との間また 国際機関相互の間の条約法条約 国家の財産・公文書・債務にかんする国家承継条約、外交官を含む国際的に保護される者にたいする犯罪 防止 よび処罰にかんする条約 条約法条約、外交関係 領事関係にかんする条約などがある。
国連総会の災害にかんする国際法の形成と発展を背景にして、ＩＬＣは二〇〇七年に「災害時における人の保護」
をテーマとして採択、翌二〇〇八年からこのテーマにかんす 条文草案 起草作業を始めた。ＩＬＣ草案における自然災害の定義は、次のとおりである。 「広範な人命の損失、甚大な人的被害・苦痛または大規模 物的・環境的被害であって、社会機能 深刻な損壊をもたらすような痛ましい出来事または一連の出来事」
（草案三条）
。この定義は、
タンペレ条約の災害概念の核心部分であ 「社会機能 深刻な損壊」を受け継いでいる。ＩＬＣの注釈によれ 、
 
ＩＬＣは、災害を「社会機能 深刻な損壊」という結果をもたらすような
（一連の）
出来事の結果ととらえているこ
とがわかる。他方で、タンペレ条約における災害概念は、上述し ように、事故や自然的または人的活動から生じるものも含まれていた。ＩＬＣ草案第三条の災害概念が、タンペレ条約 それと同様 自然災害だけでなく人為的災害も含むものといえ だろうか。少なくとも文言上それは定かで ない
）（（
（
。
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また、草案三条の災害の定義には「痛ましい出来事」という主観的・心情的表現が用いられているのが目を引く。
これは明らかに万国国際法学会が二〇〇三年に採択した人道支援にかんする決議のなかの災害概念の影響を受けている。そこでは「痛ましい出来事」という文言がとりいれられているからである。ただし両者 あいだには重大な相違もあ 万国国際法学会決議中の災害概念が自然現象 起因するもの
（地震、火山噴火、暴風、豪雨、洪水、地滑りなど） 、
技術的原因に起因する人為的なもの（化学事故、核爆発など）
、武力紛争や暴力に起因するものすべてを含む概念であるの
にたいして、ＩＬＣ草案三条の災害概念からは、上記の災害要素のうち少なくとも武力紛争や暴力に起因するものが除かれて る。万国国際法学会の定義 方がＩＬＣのそれよりも広い であ 。このような観点からはＩＬＣ草案三条における「痛ましい」という表現には、再考の余地があるのではないか
）（（
（
。
これらの検討から明らかなように、災害にかんする国際法を考察するさいの前提となる災害概念の定義は、きわめ
て多様である。自然現象に起因する自然的災害に限定して狭義にとらえるか、または、自然的災害のみ らず人為的原因により生じ 人為的災害も含めて広義にとらえるか、という点 一つ 大きな論点になる 原子力災害などの人為的災害についての国際法研究は蓄積して るが、自然的災害については未開拓の部分が多い
）（（
（
。
2　
 ルールの内容
ここでは災害にかんする国際法ルールの内容を、救援主体についてのルール、および、適用範囲についてのルール
という二つの観点から考察する。
⑴
　
救援主体についてのルール
　
災害発生時の救助活動・緊急人道支援活動においても発生後の中長期的な復旧・
三一四
復興においても、被災国や援助支援国という「国」が重要な役割をはたしていることは明らかである。しかし、同時に、今日では国以外にも国際組織、私企業、ＮＧＯなどが災害救援活動において実質的に大きな役割をはたしている。災害 かんする国際法において救援主体は国家のみなのか。あるいは国家だけでなく国際組織、私企業、ＮＧＯも国家と並んで救援主体の地位を有するのか。ＩＬＣの「災害時におけ 人の保護」の条文起草作業において、特別報告者ヴァレンシア・オスピナは、この問題を明確に意識していた。オスピナは次のように述べている。 「本作業は国という行為主体に加えて国際組織、非政府間組織、私企業の役割を考慮 入れ 必要が明らかにある。
）（（
（
」
タンペレ条約は、その「一般規定」
（第三条）
において「締約国は、本条約の規定にしたがって、その相互間におい
て並びにＮＧＯおよび政府間国際組織との間で、災害 軽減および救援に いする電気通信資源の使用を容易にするように協力しなければならない」と規定し、締約国にたいして、締約国間およびＮＧＯ、政府間国際組織との間で協力することを義務づ ている。これにたいしてアセアン協定は、 家以外のアクターの援助または援助の申し出は、被災国の要請または同意にもとづいてのみ認められると述べ より 家間主義的である。何がこのような相違を生じさせたのだろうか。思う 、タンペレ条約は、電気通信 いう、各企業が活発 活動を展開してい 分野における災害発生時の具体的協力を定める専門条約であり、そこにおいて 、 が私企業との間に協力関係を築く と 、救援体制を確立するために必要不可欠なものにな では、加盟国 主権尊重と うアセアンの基本哲学にもとづいて諸規定が置かれているため、そこ おい は救援主体とし 国の重要性が際立つことになる。このような両条約間のニュアンスが上記 ような救援主体の規定ぶりの違いを生じさせている はな か。
他方、ＩＬＣの「災害時における人の保護」の条文草案では、基本的に被災者の権利と被災国の義務という定式
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化が行われている。ここにおける被災国の義務内容としては、 「協力の義務」
（五条）
、 「援助を求める義務」
（一〇条）
、
「外部からの援助にたいする被災国の同意を恣意的に停止しない義務」
（一一条）
などがあ
る
）（（
（
。ただし、ここでの義務
の原語は、通常法的義務を表す
obligation
ではなく、
obligation
よりも倫理的、道徳的側面が強い
duty
が用いられて
いる点に注意が必要であ
る
）（（
（
。これらの義務のうち最も重要で論争を生じさせるのは、いうまでもなく一一条が定める
「被災国が要請・同意を恣意的 停止してはならない義務」である。被災国の要請・同意の原則は、被災国の主権的意思を尊重する趣旨のものであることは明らかである。ここで微妙な問題 なるのが同意の性質である。それは被災国のまったくの自由裁量的なもの って、被災国はその理由を問われることなく、自由に同意を拒絶す ことができるのだろうか。あ いは逆に それは被災国のまったくの自由裁量を意味するものではなく、被災国みずからが被災者の救援を行 ことができず、かつ、国外の救援団体から真正な救援が申し出られている場合には、被災国はもはや同意を恣意的に拒絶することはできないのだろうか。被災者の救済
（＝被災者の生命への権利の確保）
を重視する立
場からは、被災国 意思は無制約のものだとはとうていいえない。被災国 何らかの政治的思惑にもとづいた恣 的な同意の拒絶とそ 結果としての被災者の放置は許さ な 。そ 意味で、外からの援助にたいする被災国の理由のない恣意的な同意の拒絶は認められないと解釈すべきだろ
）（（
（
。条文草案はこの立場にたっている。
⑵
　
適用範囲についてのルール
　
災害にかんする国際法規範の適用範囲を、時間的適用範囲と空間的適用範囲とい
う二つ側面から考えてみよう。時間 適用範囲とは、災害 関する国際 規範がどのような時間的範囲 お て適用されるのか、と う問題である。 のような時間的範囲 しては「災害前」 「 害時」 「 害後」 三つの時間的範囲が考えられる。 「災害前」の段階で適用される国際法規範 は、 災害予防・防止措置にかんする 際法規範 ある。 「兵
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庫宣言」には災害予防を強化することの重要性が明言されている。 「兵庫行動枠組」も災害リスクの特定、評価、監視と早期警戒を強化すること、すべてのレベルにおいて安全で災害に強い文化を築くために知識、技術革新、教育を利用すること、潜在的リスク要因を軽減することが提言され、そのための具体的諸措置も提案されている。 「災害時」の段階で適用される国際法規範は、災害時に必要 される緊急援助活動や人道支援にかんする諸規範から成 場合によっては、災害直後の緊急事態において国際法上 違法性阻却事由を援用することが可能であ かどう も検討する必要が生じるだろう。 「災害後」の段階で適用され 国際 規範とは、被害からの復旧・復興にかんする国際法規範である。災害発生から一定 間が経過した後の中・長期的な復旧・復興 被災者、被災国、被災地域にとってきわめて重要であることは論をまたない。地震や津波の被害により住居を失い、長期間にわたり仮設住宅への居住や遠方への転居を余儀なくされた国内避難民としての被災者 権利や人権を、国際法上どのように実現していくかということが問題にな
る
）（（
（
。ＩＬＣの「災害時における人の保護」にかんする条文草案は、その題名が示しているとおり時間的
適用範囲として「災害時」に焦点を絞ったものになっている。ただし、ここでの「災害時」は、ＩＬＣの注釈によれば「災害直後」と「災害後」の復旧・復興段階を含むものとされており、文字どおりの「災害時」 りも範囲の広ものになっている
）（（
（
。
他方、災害にかんする国際法規範の空間的
（地理的）
適用範囲は、基本的には被災国の国家領域
（領土、領海、領空）
であるということができる。しかし、大規模 自然災害の場合は、被害 複数国の国家領域や国際公域
（国家領域・
国家管轄権の外側 空間（公海、深海底、宇宙空間など） ）
におよぶ場合も多い。二〇〇四年一二月に発生したスマトラ沖
大地震とインド洋大津波は、その典型例である。インド洋大津波では、インドネシアだけでなくインド、スリランカ、
三一七
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タイ、マレーシア、ミャンマー、モルディブ、マダガスカル、ソマリアなど、インド洋沿岸の東南アジア諸国からアフリカ東海岸の諸国までの多くの国で被害が発生し
た
）（（
（
。この点について「災害時における人の保護」にかんするＩＬ
Ｃ草案には、空間的適用範囲はまだ明記されていないが、その注釈にも述べられているとおり、災害にかんする国際法ルールは、一国の国内のみで被害が生じた災害であるか国境を越えた複数の国家領域あ いは国際公域 おいて被害が生じた災害であるかを問わず、すべての災害にたいして柔軟に適用されるべきであろ
う
）（（
（
。実際に、ある国の国家
領域や国家管轄権のおよぶ
（排他的経済水域など）
を越えて、国際公域にも災害の被害が広がる事例が生じている。
たとえば、東日本大震災 発生した大量の瓦礫 海洋漂流がこれにあたる。これらの瓦礫は、日本の領域から海洋に流出し、日本の領海や排他的経済水域 越えて 公海や他国の排他的経済水域または領海 まで漂流し、さらに 太平洋の対岸にある北アメリカ大陸のカナダやアメリカ合衆国 海岸線に漂着するにい ってい 。このような漂流瓦礫の処理にかんする国際法ルールはまだ確立 ていない。実際にはカナダ、アメリカなどの瓦礫漂着国がその処理にあたり、日本はその瓦礫撤去費用の一部を負担している。
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 において、ＩＬＣの「災害時における人の保護」条文草案のなかに被災国の義務の一つとして「外部から
の援助にたいする被災国の同意を恣意的に停止しない義務」
（一一条）
が規定されていることを述べた。この表現の背
後には、 「被災者の効率的で公平・無差別な救済」と「被災国の国家主権の尊重」と 間の緊張関係がある。この点
三一八
にかんして、 一九八〇年代末から一九九〇年代にかけて、 とりわけフランスで「人道的救援権」論が盛んに交わされた。そこでの議論はＩＬＣの審議にも影響をおよぼしていると思われる。 そこで、 以下では、 「災害と国際法」 の前史として、この人道的救援権論を取り上げることにする。
1　
人道的救援権の提唱
⑴
　
倫理的基礎としての介入義務
　
自然的災害や人為的災害の犠牲者を救援するために、国、国際組織、人道ＮＧ
Ｏは、世界各地において、さまざまな救援活動を行ってきた。ただし、これらの救援主体が実際に救援活動を行うためには、その活動に先立っ 関係当事国や当該締約国の同意を得なければならない。この同意・要請主義は、戦争犠牲者の保護にかんするジュネーブ四条約
（一九五〇年発効）
や、それを補完する二つの議定書
（一九七八年発効）
におい
て公認されている。したがって、もし「関係当事国」や「当該締約国」が何らかの理由で同意を与えないならば、救援主体の犠牲者救援への道は断たれてしまう。このような同意・要請主義の限界を克服するために提唱されたのが人道的救援権である。
人道的救援権という新たな権利主張は、フランスの人道団体の経験が生み出した「介入義務」によって支えられて
いる。この倫理的確信は、第二次世界大戦後に成立 た 権諸条約の層の厚みと現実の人権状況と 間の絶望的な乖離の意識と、 人権の有効な確保を阻害する国家主権の告発とをそ 出発点にしている。 の点について人道ＮＧＯ 「国境なき医師団」や「世界 医師団」の創設者の一人であるベルナール・クシュネールは、次 よう 言う 「 権が世にもてはやされ精緻な国際文書が採択されてきたが、それら 実施は往々にして諸国の主権のもとに妨げられ い
三一九
災害と国際法（西海）
る。犠牲者が救いを求めて叫ぶ権利を横取りしてしまう政府がいる。これらの政府は自らにとって都合のいいときに自らの利益になるような援助を求めるにすぎない。負傷者や飢えた人々の叫びにこそ耳が傾けられるべきだ。被支配者の苦しみは、もっぱらその国の政府に帰属 るものではない。義憤と連帯 名において、危険に瀕した人々を救援するという新たな権利が出現し ければならない。 」
同胞としての人間がおかれている状況への義憤は、赤十字国際委員会などの行ってきた救援活動がもっぱら政府の
要請または同意に依拠しており、 かつ、 こ らの活動主体が現地 遭遇した状況を公にしなかったことへの批判 なってあらわれる。やはりクシュネールによれば 「アンリ・デュナンとその後継 のおかげで、赤十字団体は 捕虜や傷病者をたしかに効率的 救済 きた 、それは諸国の合意とともに、 して、ときとしておびただしい損害を生じさせる「義務づけられた沈黙」とともに、初めて可能だった である
このような動機にもとづいて「介入義務」の倫理が提示される。個々の人間の内心に発する「介入義務」は、一方
で、危険に瀕す 他者を放置し得ないという燃えるような人道主義にもとづいており 受入国の同意 いう国家主権への配慮は、当然のことながら二の次になる。他方で、それは犠牲者一人一人の意思の尊重をふまえた救援活動を示唆し、どちらかといえばペシミスティックで冷めた人間観 立脚しつ 耐えがたきもの、悪しきものを最小限に抑え込もうとする点で 西欧的な個人主義の文化伝統に根ざしている。
クシュネールはこのような「介入義務」を「非常緊急時の倫理 と「最小限抑圧の規則」という二つの道徳律によ
り説明する。 「非常緊急時の倫理」とは、救援対象者がいかなる 種に属しようと、ど いよう 、いかなる信仰イデオロギー、価値観をもっていようと、それらにかかわりなく迅速に救援の手を差し伸べるべきこ を 味する。
三二〇
同時にそれは、傷病者がおかれた状況について沈黙を保つことを拒み、これを広く世間に訴えて、彼らを生み出した国の政治体制を告発することも含意している。他方「最小限抑圧の規則」とは、救援者が常にその時点での少数者、非抑圧者の側 立つことによって、支配者側の抑圧効果を 化することを目的とする規則である。これら二つの道徳律から成る「介入義務」を倫理的基礎として、人道的救援権という新たな権利が提唱されることになる
）（（
（
。
⑵
　
新たな法原則としての内容
　
このような人道的救援権は、現代国際法の枠組のなかにどのように位置づけられ
るのだろうか。この点について、フランスの国際法学 マリオ・ベタティは、人道的救援権を「 べての人権の基礎をなす『生命への権利』 享受と行使を確保するための権利」ととらえる。彼 人道的救援権が世界人権宣言三条、自由権規約六条、社会 規約一二条により承認されている「生命および健康への権利」の尊重 行使に大いに寄与すること、および、この権利は人権の一 であ 、国連憲章五五、 五六条に規定されている協力義務
（連帯義務）
の系と
して位置づけられ ことを強調してい 。
一九八八年、一九九〇年に国連総会は「自然的災害および類似の緊急事態の犠牲者への人道的救援」と題する二つ
の決議
（四三／一三一、四五／一〇〇）
を、いずれもコンセンサスで採択した。両決議ともフランスが発議し、わが国
を含む諸国が共同提案したものである。両決議は一方で、自然災害および類似の事態の犠牲者が救援される権利を実質的に確認し、緊急時に公平かつ中立に活動するＮＧＯ 役割を強調した上で、犠牲者を救済するためには犠牲者への自由なアクセス 不可欠であると 原則
（犠牲者への自由アクセスの原則、決議四三／一三一前文九、 一〇段、本文四項、
決議四五／一〇〇前文九、 一一段、本文四項）
を言明している。両決議は他方で、犠牲者の所在する領域国の主権に慎重
な配慮を示し、人道的救援の着手、組織化 調整および実施において、まず領域国が当然に主要な役割を担う 述べ、
三二一
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領域国がそのような役割を果たせない場合に初めて他国、国際組織、人道ＮＧＯなどが関与すべきことを示唆している
（補完性の原則、決議四三／一三一、前文二段、本文二項、四五／一〇〇前文三段、本文二項）
。さらに決議四五／一〇〇は、
緊急の医療および食糧援助のために「人道的緊急回廊」を設置することや、救援活動が機能不全に陥るのを回避し同活動を実際上の必要性に適合した効率的なものにするために、国際的専門家団体による緊急事態の評価メカニズムを導入することを提案している。これらの二つの原則のうち、犠牲者への自由アクセスの原則は、従来 国家主権尊重を乗り越え 可能性を有 なぜ らば、この原則はあらゆる場合に犠牲者へのアクセスを優先・確保することを目的としており、その限りにおいて、こ 原則のもとで 人道的救援権の行使は、領域国 事前の同意 要請がある場合に限られない になるからである。他方、領域国が主要な役割を「果たさない」場合 つまり、その国政府が故意に犠牲者の救援を行わ い場合、 「補完性 」は他国、国際組織、人道ＮＧＯの介入を許すのだろうか。両決議の文言は、 「主要な役割」が に帰属する旨を述べるにとどまってい 。人道 救援権を 家主権尊重に優位させるこ めざすベタティは、領域国 よる「主要な役割」が果たされなかった以上、他の救援主体が担う「二次的役割」 当然 かつ自動的に果たされ ことにな と考えてい 。
人道的救援を初めて扱ったこれら二つの国連総会決議は、一方で 犠牲者の迅速かつ効率的な救援を当然のことな
がら最大限重視している。犠牲者を生みだした原因の如何を問わない、また、領域国の同意・要請を救援実施のための前提条件としない「犠牲者への自由アクセス 原則」 このよう 要請 現れに他なら い。しかしながら他方で、あらゆる国際法規範と同様、こ 人道的救援権もまた法的権利として 際社会により認 れるためには 諸国の承認を得なければなら 。したがって、人道的救援権の実現のためには、 「補完性原則」にみ よう 領域
三二二
国主権にたいして配慮せざるを得ない。人道的救援権の実定法化は、これら二つの原則にあらわれている「領域国主権への制約とそれへの 」という、相反する二つの要請 間の均衡の上に、初めて可能になるのだといえよう
）（（
（
。
2　
人道的救援権の構成
⑴
　
概念規定と権利義務主体
　
上に述べてきた人道的救援
（権）
とは、自然的災害であるか人為的災害であるかに
かかわりなく、生命の危険に瀕している災害犠牲者にたいして、他国、国際組織、人道ＮＧＯが、軍事力に依拠することなく、公平かつ中立的に医療や食糧を提供する行為である。これに類似する概念に 的干渉と人道的介入がある。人道的干渉とは、被干渉国国民の基本権保護を名目として一九世紀以降行われてきた他国への軍事干渉を意味する。かつては「自国民保護のため 干渉」と区別されたが、第二次世界大戦後 人命一般の尊重が重視されるようになり、保護の対象となる内外人 区別が相対化された結果、現在では「自国民保護のための干渉」も含めて人道的干渉と主張され ことが多い。人道的干渉には大国 よる濫用の危険が常に指摘され、それゆえに、それは現代国際法上の合法性を獲得している はいいがたい。これ たいして人道的介入とは、人道的干渉と同義で用いら ることもあるが、それと区別して用 立場から 救援活動の遂行を確保する めに、国連加盟国または国連平和維持軍による 程度の武力行使が、安全保障理事会決議にもとづいて認められている活動形態を指す。もっとも、人道的救援と人道的介入とを一体としてとらえ もある。しかしながら、人道的介入は国連憲章第七章に づく安全保障理事会決議を根拠 する点で、国家主権に由来する領域国の同意原則がもはや問題にならない
（国連憲章二条七項但
書）
のにたいして、人道的救援はそのような法的根拠をもたないからこそ、この同意原則の克服の是非が問題になる。
三二三
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したがって、現実には人道的救援と人道的介入との相互補完的重複が頻繁に生じているものの、法的観点からは、両者は別個の概念として区別されるべきであり、それはまた、安全保障理事会の政治的決定に従属しない人道ＮＧＯ独自の存在理由を保つためにも必要なことだろう。
権利義務主体論は、人道的救援権を「犠牲者が人道的救援を享受する権利
（犠牲者の救援享受権）
」ととらえるか、
または「救援主体が救援を行う権利
（犠牲者への救援提供権）
」ととらえるかによって異なってくる。前者は、犠牲者
の「生命への権利」の延長上に人道的救援権を位置づけるものであり、権利主体である犠牲者にたいし 救援主体である国、国際組織、人道ＮＧＯが救援義務を負うことになる。オリヴィエ・コルテン、ピエール・クラン、マリ・ホセ・ドメスティスィ・メットなどがこれを支持している。また、
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 で述べたように、 「災害時の人の保護」に
かんする条文草案においてＩＬＣもこの考え方を採用している。これにたいして後者では犠牲者の救援享受権が潜在化し、他国、国際組織、人道ＮＧＯという 主体が 主体になり、領域国および隣接国が「救援活動を妨げてはならない義務」を負う義務主体になる。ピエール・マリ・デュピュイ、クロード・ ュッツなど これを支持している。前者の構成が倫理的に正当であることは疑 ない 、法的にみた場合それはすべての国、国際組織、人権ＮＧＯに救援の実施を義務づけ ことになる。そのような権利義務主体論は、現実の諸国
（民）
の法意識から乖離している
といわざ を得ない。その意味では後者の構成 方が、義務内容 負担が軽減しかつ義務主体の数も減少するためより現実的であるといえよう。ただしその場合でも「犠牲者への救援提供権」の背後 は「犠牲者の救援享受権」倫理レベルで横たわって るとみな ればなら い れ以外に「犠牲者への救援提供権」を正当化し得る のはいからである。したがって後 もと 、倫理レベルでの「犠牲者の救援享受権」を背景にした「犠牲者へ
三二四
の救援提供権」の権利主体である他国、国際組織、人権ＮＧＯにたいして、 「救援活動を妨げてはならない義務」を負った領域国および隣接国が対応す ことになる
）（（
（
。
⑵
　
権利行使のための諸条件
　
権利行使のための諸条件は、救援主体が救援活動を行うさいの順序の観点から四つ
に分けることができる。第一 条件は、権利主体である救援提供者の側が満たすべき条件である。すなわちそれ 、強制的手段の禁止、 の付与・分配における無差別および赤十字諸原則の遵守である。国際司法裁判所ニカラグア判決、万国国際法学会一九八九年決議 いずれもこれらに言及し、人道的救援権を論じるどの学者もニュアンスこそあれ、全面的 これらを支持している。第二の条件は補完性原則であり、人道的救援権の実定法化のために不可欠領域国主権への配慮を示すものと 基本的に諸学説により支持されている。ただし 主体の二次的役割が行使されるのは領域国が主要な役割を「果たせな 」場合だけなのか、あるいはそれだけでなく「果たせるにもかかわらず果たさない」場合にも同様に行使できるのかについては、見解が分か て る。人道的救援権が法もしくは倫理レベルでの「犠牲者の救援享受権」 もとづいていることを思えば、 「果たせない」場合に限るとする見解は、この権利の意義を減殺してしまうだろう。第三の条件は領域国の同意原則である。補完性原則と同様、この原則も領域国 主権を尊重する趣旨のも であることはいうまでもない。こ で微妙な問題となるのが同意の性質である。Ⅱ
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 で
述べたように、それは領域国 まったくの自由裁量的 も であって、領域国はその理由を問われることなく、自由に同意を拒絶することができるのだろうか。あるいは逆に、それは のまったくの自由裁量を意味するも ではなく、領域国みずからが犠牲者 救援を行 ができず、かつ国外 主体から真正 救援 申し出られてい場合には はもはや同意を恣意的に拒絶することはできない だろうか。犠牲者の救済
（＝犠牲者の生命への権
三二五
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利の確保）
を重視する立場からは、領域国の意思は無制約のものだとはとうていいえない。領域国の何らかの政治的
思惑にもとづいた恣意的な同意の拒絶とその結果としての犠牲者の放置は許されない。その意味で、外からの援助の申し出を領域国が理由なく恣意的に拒絶することは認められないと解釈すべきだろう。最後の第四の条件は、犠牲者への自由アクセスの原則である。以上の条件を満たした上で、 救援主体が犠牲者への自由アクセスを確保することは、救援活動を効率的 行うために不可欠の条件であり、 ことにかんして諸学説の間にとりたてて異論はみられない。もっとも、この原則がすでに実定国際法上成立している みるか否かについては議論がある。
人道的救援権の提唱は、武力紛争法の分野で部分的に成立しつつある「要請・同意原則」の克服を、犠牲者の発生
するあらゆる状況において全面的に承認させることをめざしていた。国際社会の現状からみてこ 目的は達成されたといえ だろうか。上述の国連総会決議四三／一三一、四五／一〇〇の採択 さいに メキシコ、エチオピア、ペルー、ニカラグア、ブラジルなどは要請・同意 固執し、それを欠いた救援活動は違法 干渉になると警告し一九九一年の国連総会審議において、日本、ガーナ、インドなどは領域国主権尊重の立場から要請・同意原則 遵守を主張し、採択された決議四六／一八二に ・同意原則が明記され、以後の同種の決議に踏襲されるようになった。このような状況からは、上述の目的が達成されたとは残念な らいえないだろう。要請・同意原則における同意の性質が自由裁量的なも でなくなりつつあること 確かだが、国家主権の壁 なお厚いのである
）（（
（
。
ＩＬＣの条文草案「災害時における人の保護」のなかの「外部からの援助にたいする被災国の同意を恣意的に停止
しない義務」
（一一条）
の背景には、上に述べたような人道的救援権をめぐる議論がある。草案一一条は、このような
議論をふまえて作成されたのである。
三二六
おわりに
国際法には国家間の権限調整と諸国の共通目的の追求という二つの役割がある。災害にかんする国際法にも、この
二つの役割があらわれている。災害を予防し、発生した災害に緊急対応し、さらには災害後の復旧・復興を図ることは、一国にとどまらない諸国に共通する利益であると同時に、被災国の主権と他国のそれとの間 権限調整を必要としている。一般に国際法と国家の関係について、私たちは、諸国が国際法を形成 それを国際社会で適用する、という図式をまず思い浮かべるだろう。しかし、国際法の機能はそれだけにとどまらない。ある国で法律を定め実施するさいに、国際法は絶えず参照される。ある国の法律や政策の正当性を訴えあるいは批判するために、国際法は絶えず援用 れる。東日本大震災という未曽有の悲劇は、このような国際法の機能を らためてよく示している。
（
1）植木俊哉「東日本大震災と福島原発事故をめぐる国際法上の問題点」 『ジュリスト一四二七号』 、二〇一一年、一一〇頁、註
10） 。該当条文は次を参照。奥脇直也・小寺彰（編） 『国際条約集』二〇一四年版、有斐閣。
（
2）日本国憲法九八条二項にかんする憲法慣行による。
（
（）同条は「 民生存を脅かす公の緊急事態の場合 おいてその緊急事態 存在が公式に宣言されているときは、この規約の締約国は、事態の緊急性が真に必要とする限度において、この規約に基づく義務に違反する措置をとることができる。ただしその措置 当該締約国が国際法に基づき負う他の義務に抵触してはならず、また、人種、皮膚の色、性、言語、宗教又は社会的出身のみを理由とする差別を含んではならない」と規定する。
（
（）植木・前掲註 （
1） 一〇九頁。
三二七
災害と国際法（西海）
（
（）同上一一〇─一一一頁。
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isplacem
ent （
U
N
 D
oc.E
/C
N
.（/1（（（/（（/A
dd. 2 ）, O
C
H
A
/ID
P
/200（/01, Introduction – Scope and P
urpose, para.2., 
p. 1.  この文書の日本語版が刊行されている。墓田桂他編『国内強制移動に関する指導原則』 （成蹊大学アジア太平洋研
究センター 、二〇一〇年、
http://w
w
w
.brookings.edu/~
/m
edia/P
rojects/idp/G
P
s_201（/G
P
_Japanese.pdf ） 。また、国
内避難民については次も参照。島田征夫（編著） 『国内避難民と国際法』 （信山社、二〇〇五年） 、西海真樹「国内避難民
 
（ＩＤＰ）への人道的救援─
K
atja L
uopajarvi の所論に即して─」 （ 『中央ロージャーナル』二巻一号、二〇〇五年） 。
（
（）五つの分野と三〇の原則とは「一般原則」 （原則一〜四） 、 「避難からの保護にかんする原則」 （原則五〜九） 、 「避難の間の保護にかんする原則」 （原則 〇〜二三） 、 「人道的支援にかんする原則」 （原則二四〜二七）および「帰還、再定住、再統合にかんする原則」 （原則二八〜三 ）である。ＯＣＨＡ・前掲註 （
（） および墓田・前掲註 （
（） を参照。
（
（）日本語訳は墓田桂他編・前掲註
（） を参考にしたが、そのまま引用してはいない。
（
（）芹田健太郎ほか『ブリッジ国際人権法』 （信山社、二〇〇八年）九〇─九一頁。
（
（）同上。横田洋三編『国際人権入門』 （ 律文化社、二〇〇八年）一三四─一三五
（
10）これら三つの条約の詳細な検討と評価については、次を参照。道井緑一郎「原子力損害賠償条約と日本の対応」 （ 『世界法年報』三二号、二〇一三年） 。
（
11）このような危険責任論は、無過失責任論、結果責任論ともいわれる。科学技術の発達にともない登場した「高度な危険を有する活動」には、原子力発電のほか宇宙活動、タンカーによる大量の油の輸送、海底鉱物資源開発などがある。次を参照。植木・前掲註 （
1）一一三─一一四頁、山本草二『国際法における危険責任主義』 （東大出版会、一九八二年） 。
（
12）道井・前掲註 （
10）一六一─一六二頁。
（
1（）植木・前掲註 （
1） 一一四─一一五頁。
（
1（）道井・前掲註 （
10） 一七三─一七四頁。
（
1（）松井芳郎『国際環境法の基本原則』 （東信堂、二〇一〇年）六二─六三頁。
（
1（）植木・前掲註 （
1） 一一五─一一六頁、西村健太郎「福島第一原子力発電所における汚染水の放出措置をめぐる国際法
（
2011/（/12 ） 」東京大学政策ビジョン研究センター・政策提言、
P
olicy Issues （
http://pari.u-tokyo.ac.jp/policy/P
I11_01_
三二八
nishim
oto.htm
l ）
（
1（）植木・前掲註 （
1） 一一六頁。
（
1（）植木俊哉「自然災害と国際法」 『世界法年報』三二号、二〇一三年、四─五頁。
（
1（）同上五─六頁。
（
20）同上七─八頁。
（
21）同上八─九頁。
（
22）同上九─一〇頁。
（
2（）同上一〇頁。
（
2（）ＩＬＣにおける災害概念の検討過程を詳細に考察したものとして次を参照。堀見裕樹「国際法における「災害」の概念に関する序論的考察」植木俊哉（編） 『グローバル化時代の国際法』 （信山社、二〇一二年） 。
（
2（）植木・前掲註 （
1（） 一四頁。
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1（） 一六頁。
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